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関 係 法 令【抜粋】       資料３ 

 

地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号） 

 

（地方公共団体の法人格及び事務） 

第二条 地方公共団体は、法人とする。 

２ 普通地方公共団体は、地域における事務及びその他の事務で法律又はこれに基づく政

令により処理することとされるものを処理する。 

 

自衛隊法 （昭和二十九年法律第百六十五号） 

 

（都道府県等が処理する事務） 

第九十七条 都道府県知事及び市町村長は、政令で定めるところにより、自衛官及び自衛

官候補生の募集に関する事務の一部を行う。 

２ 防衛大臣は、警察庁及び都道府県警察に対し、自衛官及び自衛官候補生の募集に関す

る事務の一部について協力を求めることができる。 

３ 第一項の規定により都道府県知事及び市町村長の行う事務並びに前項の規定により都

道府県警察の行う協力に要する経費は、国庫の負担とする 

 

自衛隊法施行令 （昭和二十九年政令第百七十九号） 

 

（報告又は資料の提出） 

第百二十条 防衛大臣は、自衛官又は自衛官候補生の募集に関し必要があると認めるとき

は、都道府県知事又は市町村長に対し、必要な報告又は資料の提出を求めることができる。 

 

住民基本台帳法（昭和四十二年法律第八十一号） 

 

（住民票の記載事項） 

第七条 住民票には、次に掲げる事項について記載（前条第三項の規定により磁気ディス

クをもつて調製する住民票にあつては、記録。以下同じ。）をする。 

一 氏名 

二 出生の年月日 

三 男女の別 

四 世帯主についてはその旨、世帯主でない者については世帯主の氏名及び世帯主との続

柄 
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五 戸籍の表示。ただし、本籍のない者及び本籍の明らかでない者については、その旨 

六 住民となつた年月日 

七 住所及び一の市町村の区域内において新たに住所を変更した者については、その住所

を定めた年月日 

・・・・・・・・・・以下省略・・・・・・・・・・ 

 

（国又は地方公共団体の機関の請求による住民基本台帳の一部の写しの閲覧） 

第十一条 国又は地方公共団体の機関は、法令で定める事務の遂行のために必要である場

合には、市町村長に対し、当該市町村が備える住民基本台帳のうち第七条第一号から第三

号まで及び第七号に掲げる事項（同号に掲げる事項については、住所とする。以下この項

において同じ。）に係る部分の写し（第六条第三項の規定により磁気ディスクをもつて住民

票を調製することにより住民基本台帳を作成している市町村にあつては、当該住民基本台

帳に記録されている事項のうち第七条第一号から第三号まで及び第七号に掲げる事項を記

載した書類。以下この条、次条及び第五十条において「住民基本台帳の一部の写し」とい

う。）を当該国又は地方公共団体の機関の職員で当該国又は地方公共団体の機関が指定する

ものに閲覧させることを請求することができる。 

２ 前項の規定による請求は、総務省令で定めるところにより、次に掲げる事項を明らか

にしてしなければならない。 

一 当該請求をする国又は地方公共団体の機関の名称 

二 請求事由（当該請求が犯罪捜査に関するものその他特別の事情により請求事由を明ら

かにすることが事務の性質上困難であるもの（次項において「犯罪捜査等のための請求」

という。）にあつては、法令で定める事務の遂行のために必要である旨及びその根拠となる

法令の名称） 

三 住民基本台帳の一部の写しを閲覧する者の職名及び氏名 

四 前三号に掲げるもののほか、総務省令で定める事項 

３ 市町村長は、毎年少なくとも一回、第一項の規定による請求に係る住民基本台帳の一

部の写しの閲覧（犯罪捜査等のための請求に係るものを除く。）の状況について、当該請求

をした国又は地方公共団体の機関の名称、請求事由の概要その他総務省令で定める事項を

公表するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 


